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　　公立大学法人大阪府立大学（堺市中区）、公立大学法人大阪市立大学（大阪市住吉区）



 

２　新設合併により設立する法人の定款　

（仮称）公立大学法人大阪定款素案

第１章　総則（第１条～第７条）
■目　的（第１条）
　　豊かな人間性と高い知性を備え応用力や実践力に富む優れた人材の育成と真理の探究を使命とし、広い分野の総合的な知識と高度な専門的学術を教授研究するとともに、都市を学問創造の場ととらえ、社会の諸問題に英知を結集し、あわせて地域・産業界との連携のもと高度な研究を推進し、その成果を社会へ還元することにより、地域社会及び国際社会の発展に寄与するため、地方独立行政法人法に基づき、大学及び高等専門学校を設置し、及び管理することを目的とする。
■名　称（第２条）
（仮称）公立大学法人大阪
■設置大学等（第３条）
大阪府立大学（堺市中区）
大阪市立大学（大阪市住吉区）
大阪府立大学工業高等専門学校（寝屋川市）
■設立団体（第４条）
大阪府及び大阪市（共同設立）
（※設立団体の協議体制として、地方自治法第252条の2の2に基づく運営協議会を設置）
　■事務所所在地（第５条）
大阪市

第２章　役員（第８条～第１６条）
　■役員の任命・任期・定数等（第８条～第１３条）
	
	任命
	任期
	定数
	備考

	理事長
	設立団体の長
	4年
	1名
	法人理事長と大学学長を分離

	副理事長
	理事長
	2年以上6年以内
	2名
	府大学長、市大学長が兼ねる
学長選考会議の選考に基づき任命

	理事
	理事長
	2年
	7名以内
	１／３以上は法人の役員又は職員以外の者から任命

	監事
	設立団体の長
	4年以内(※)
	2名以内
	※最終の事業年度の財務諸表の承認日まで


■役員会（第１４条～第１６条）
　【構成員】理事長、副理事長、理事　＊監事は出席し、意見を述べることができる
【議決事項】
・中期目標について知事･市長に述べる意見、年度計画に関する事項
・法の規定により知事･市長の認可･承認を受けなければならない事項
・予算の作成･執行、決算に関する事項
・大学、学部、学域、学科、学類その他の重要な組織の設置・廃止に関する事項　など




第３章　審議機関（第１７条～第２２条）
■経営審議会（第１７条～第１９条）
【構成員】理事長、副理事長、理事長が指名する理事、大学に関する有識者
【審議事項】法人の経営に関する重要事項の審議
・中期目標について知事・市長に述べる意見や年度計画に関する事項（法人経営に関するもの）
・知事・市長の認可・承認を受けなければならない事項（法人の経営に関するもの）
・学則(法人経営に関する部分)、会計規程、役員報酬、職員給与の支給基準その他の経営に係る重要
な規程の制定・改廃
・予算の作成・執行、決算に関する事項
・組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項　など
■教育研究審議会（第２０条～第２２条）※大学ごとに設置
【構成員】学長、副学長、学長が指名する理事、教育研究上重要な組織の長、
学長が指名する職員、大学の教育研究に関する有識者
【審議事項】大学の教育研究に関する重要事項の審議
・中期目標について知事・市長に述べる意見や年度計画に関する事項（教育研究に関するもの）
・知事・市長の認可・承認を受けなければならない事項（教育研究に関するもの）
・学則(法人経営に関する部分を除く)その他の教育研究に係る重要な規程の制定・改廃
・教員の人事に関する方針及び基準に係る事項（教育研究に関するもの）
・教育課程の編成に関する方針に係る事項
・学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する事項
・学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍及び学位授与に関する方針に係る事項
・教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項　など

　第４章　業務の範囲及びその執行（第２３条・第２４条）
　■業務の範囲（第２３条）
　　・大学及び高等専門学校の設置･運営
　　・学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助
　　・法人以外からの受託、共同研究、その他連携による教育研究活動
　　・公開講座の開設等
　　・教育研究成果の普及、活用促進
■業務方法書（第２４条）
　　　法人の業務の執行に関する事項は、定款のほか、業務方法書の定めるところによる

第５章　資本金等（第２５条・第２６条）
■資本金（第２５条）
　　大阪府・大阪市が現法人に出資している資産の評価額合計

第６章　委任（第２７条）
■委任（第２７条）
　　法人の運営に必要な事項は、定款・業務方法書のほか、法人の規程で定める

附則
■施行期日
　　法人成立の日から施行（平成３１年４月１日予定）
■最初の学長の任命
　　学長選考会議の選考に基づくことを要せず、理事長が行う
